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１．総合型地域スポーツクラブの設置状況 
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 （出典）スポーツ庁「平成27年度総合型地域スポーツクラブ育成状況調査」 （注）総合型地域スポーツクラブ数については、創設準備中を含む 
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総合型クラブ（創設準備中含む）のある市区町村数／各都道府県の全市区町村数×１００ 

総合型地域スポーツクラブ数の推移（数値は各年度の７月１日現在） 

都道府県別設置状況（平成２７年７月１日現在） 

 （出典）スポーツ庁「平成27年度総合型地域スポーツクラブ育成状況調査」 

 年度 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

設置クラブ数 

1,117 2,155 2,416 2,555 2,768 2,905 3,114 3,241 3,396 3,493 3,512 3,550 （創設済みクラブ＋創設 
準備中クラブ） 

クラブ設置市区町村（①） 702 783 786 894 1,046 1,167 1,249 1,318 1,362 1,377 1,394 1,407 

全国市区町村数（②） 3,122 2,375 1,843 1,827 1,810 1,798 1,750 1,747 1,742 1,742 1,741 1,741 

クラブ設置市区町村の割合 
22.5 33 42.6 48.9 57.8 64.9 71.4 75.4 78.2 79.0 80.1 80.8 

（①÷②×100（％）） 

※平成23年度データについては、岩手県、宮城県、福島県は、東日本大震災の影響により調査の実施が困難であったため、
平成22年度のデータで処理をしている。 
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２．総合型地域スポーツクラブの財政状況等 

４ 
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 300万円以下の予算規模のクラブ H17年度：61.3% → H27年度： 58.6%  

 900万円超の予算規模のクラブ H17年度：10.7% → H27年度：18.5%   

【クラブの設立効果（複数回答可）】 

総合型地域スポーツクラブの年間予算規模の推移 

自己財源率の推移 

年間予算規模の推移     

（N:1,399) （N:1,713) （N:1,969) （N:2,175) （N:2,377) （N:2,539) （N:2,745) （N:2,675) （N:2,811) （N:2,730) （N:2,635) 

（文部科学省・スポーツ庁「総合型地域スポーツクラブ活動状況調査」結果に基づき集計） 
５ 



自己財源率が「51%～100%」のクラブ H17年度：31.4% → H27年度：56.7% 

    51% ～ 70% H17年度：12.8% → H27年度：14.0%  
 71% ～ 90% H17年度：8.8%  → H27年度：17.3% 
 91% ～100% H17年度：9.8% → H27年度：25.4% 

【クラブの設立効果（複数回答可）】 

総合型地域スポーツクラブの自己財源率の推移 

自己財源率（会費・事業費・委託費）の推移 

31.4% 

56.7% 

（文部科学省・スポーツ庁「総合型地域スポーツクラブ活動状況調査」結果に基づき集計） 

（N:1,366 ) （N:1,172) （N:1,864) （N:2,153) （N:2,324) （N:2,492) （N:2,558) （N:2,609) （N:2,767) （N:2,695) （N:2,626) 

６ 



 クラブの会費徴収平均額 H17年度：285円 → H27年度：881円 

総合型地域スポーツクラブの会費徴収平均額の推移 

31.4% 

会費徴収額（月額）の推移 

（文部科学省・スポーツ庁「総合型地域スポーツクラブ活動状況調査」結果に基づき集計） 

（N:1,348 ) （N:1,724) （N:1,807) （N:1,998) （N:2,166) （N:2,343) （N:2,558) （N:2,427) （N:2,535) （N:2,483) （N:2,404) 
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総合型クラブの自己財源率・法人格等 総合型地域スポーツクラブの自己財源率、指定管理等 

 法人格を有するクラブ H19年度：221 クラブ → H27年度：728 クラブ  

 指定管理者として指定されたクラブ  H19年度：60 クラブ → H27年度：181 クラブ 

法人格を有するクラブ、指定管理者として指定されたクラブの割合     

総合型地域スポーツクラブの法人格、指定管理者の推移 

（文部科学省・スポーツ庁「総合型地域スポーツクラブ育成状況調査」結果に基づき集計） ８ 
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 委託費収入のあるクラブ数 H17年度：203 クラブ → H27年度：671 クラブ 

委託費収入のある総合型クラブ数の推移 

31.4% 

委託費収入※のある総合型クラブ数の推移 

（文部科学省・スポーツ庁「総合型地域スポーツクラブ活動状況調査」結果に基づき集計） 

※指定管理収入を含む。 
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３．総合型地域スポーツクラブの特色ある取組事例 

１０ 



高齢者の健康増進 

市内にある５つの総合型クラブが、地域包括支援センターと連携・協働して、高齢者の介護予防事

業を展開 

高齢者の健康増進（地域包括支援センターとの連携） 

 埼玉県川口市では、NPO法人スポー

ツ・サンクチュアリ・川口をはじめ、

５つの総合型クラブが連携・協働して

、介護保険法の改正による新しい総合

事業（高齢者の介護予防）の担い手と

なることを目指して、指導者の養成な

どの共同事業を展開。 

 

 総合型クラブが、地域包括支援センタ

ーと連携・協働して、二次予防事業教

室の「卒業生」の受け皿となる健康運

動サークルの運営支援や指導者の派遣

等を実施。 

地域包括 
支援セン
ター 

連携 
協働 総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

（写真提供）NPO法人スポーツ・サンクチュアリ・川口 １１ （出典）「地域スポーツとトップスポーツの好循環推進プロジェクト」事業報告会資料 



地域住民の健康増進（保健センターとの連携） 

 地域の保健センターで住民の健康増進に向けたスポーツプログラムを展開 

 若い世代の運動習慣の定着を図るため、親子で参加でき

る運動プログラムも実施。 

保健センターで実施されている健康増進プログラム 

トレーニング器具等が充実している保健センター 
 保健センター周辺で定期的に実施する歩・歩CLUB(ノル

ディックウォーキングプログラム)も展開。 

 ＮＰＯ法人みわスポーツクラブ（広島県三次市）が、保

健センターのトレーニングルームや会議室等で地域住民

の健康増進に向けた体操教室やピラティス、スポーツ吹

矢などのスポーツプログラムを定期的に実施。 

１２ 
（出典）今後の地域スポーツの推進体制の在り方に関する有識者会議報告書 



市内の全ての小学校の体育活動支援 

市内にある５つの総合型クラブが連携・協働して、市内の小学校にスポーツ指導者を派遣し、 

体育活動支援を支援 

小学校体育活動支援 

 村上市が「学校体育支援事業」を予算

化し、NPO法人希楽々をはじめ、市

内の５つの総合型クラブに委託。各総

合型クラブが人材の確保や連絡調整業

務等を担い、スポーツ指導者を小学校

の体育の授業に派遣。 

 スポーツ指導者が、担任の教諭とティ

ームティーチングで体育の授業に取り

組み、小学校の体育活動を支援。 

行政 

連携 
協働 総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

学校 

１３ （出典）平成27年度ＳＣ全国ネットワーク総会情報提供資料 



 NPO法人朝日丘スポーツクラブ（愛知県豊田市）が、豊

田市から「放課後児童健全育成事業」を受託し、朝日丘

地区の３小学校の放課後児童クラブの管理運営業務を実

施。 

 

 朝日丘地区の３小学校の放課後児童クラブの遊びの時間

に、スポーツ指導者がコーディネーショントレーニング

を取り入れた運動遊びのプログラムを提供。 

スポーツ指導者が子供たちに運動遊び
を指導 

総合型地域スポーツクラブで実施してい
るコ―ディネーショントレーニングを取り
入れた遊びのプログラムを提供 

放課後児童クラブの運営を総合型クラブが担うことにより、遊びの時間にスポーツ指導者

を活用 

 

放課後児童クラブの運営 

（写真提供）NPO法人朝日丘スポーツクラブ 

１４ 



総合型クラブが、養護学校と協力して知的障害をもった方とその家族向けに、スポーツ

や音楽を楽しむプログラムを提供 

 

 障害者スポーツの推進 

 NPO法人高津総合型スポーツクラブSELF（神奈川県川崎市）が、近隣の県立養護学校と

協力して知的障害をもった方とその家族向けに「SELF ハートクラブ」を立ち上げ、スポ

ーツや音楽を楽しむプログラムを提供。 

１５ 
（写真提供）NPO法人高津総合型スポーツクラブSELF 

（出典）平成27年度ＳＣ全国ネットワーク総会情報提供資料 



ＮＰＯ法人浦和スポーツクラブ（埼玉県さいたま市） 

学校体育施設の活用 

県教育委員会と連携し、県立高校の体育施設を活用して、地域住民が気軽にスポーツを楽しむことのできる機会を提
供している事例 

 ＮＰＯ法人浦和スポーツクラブ（埼玉県さいたま市）が、埼玉県

教育委員会、埼玉県立浦和高校と連携・協働し、平成19年

度から毎週土曜日の夜  （19時～21時）に浦和高校のグラウ

ンドと体育館をクラブが一括して借受け、クラブ会員に限らず

地域住民の誰もが参加でき、サッカー、バドミントン、卓球等の

スポーツを楽しめる「星空スポーツ広場」を開催。 

 例えば、サッカーでは大人と子供が混じってミニゲームを行う

など、1人でも、家族や友人と一緒でも参加でき、年齢や性別

を問わず気軽にスポーツを楽しめる機会を提供。 

子供から大人までが一緒にバドミ
ントンを楽しんでいる様子 

学校の部活動に加えて星空スポー
ツ広場にも参加する子供たち 

総合型クラブが、県教育委員会と連携し、県立高校の体育施設を活用して、地域住民が

気軽にスポーツを楽しむことのできる機会を提供 

 

 学校体育施設の活用（県立高校の体育施設の活用） 

１６ 
（出典）今後の地域スポーツの推進体制の在り方に関する有識者会議報告書 



 NPO法人高津総合型スポーツクラブSELF（神奈川

県川崎市）が、川崎市から「学校施設有効活用事

業」を受託し、川崎市立高津中学校など近隣の４校

の小中学校の学校開放に係る利用調整や受付管

理等の業務を実施。 

 近隣の４校の学校体育施設について一括して利用

調整を行うとともに、少人数で利用している団体につ

いて複数団体で同時利用してもらうなど、きめ細か

な利用調整を行うことによって、より多くの団体や地

域住民が学校体育施設を利用できるよう改善。 

複数の団体が体育館を同時利用し
ている様子 

利用可能になった時間帯を活用して学校
の体育館で行われているクラブの活動  

学校開放業務を総合型クラブが担うことにより、学校体育施設を有効活用 

 

学校体育施設の活用（総合型クラブが学校開放業務を受託） 
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ＮＰＯ法人地域総合スポーツ倶楽部ピボットフット（東京都大田区） 

民間施設の活用 

企業が地域貢献活動の一環として整備した地域住民向けの体育館の管理運営を総合型クラブが担っている事例 

 ヤマト運輸株式会社が、大規模な総合物流ターミナル（羽田クロノゲート

）を建設する際に、地域貢献活動の一環として、地域住民が利用できる

アリーナやトレーニングエリア等を備えた体育館（ヤマトフォーラム）を整

備。 

ヤマトフォーラムの外観 

アリーナで実施されている地域住民向けのスポーツプログラム 

 ＮＰＯ法人地域総合スポーツ倶楽部ピボットフット（東

京都大田区）が、ヤマトフォーラムの管理運営業務

を受託して、住民の体育館利用に関する業務を担う

とともに、バスケットボールやダンスなどの地域住民

向けのスポーツプログラムを提供。 

 ヤマトフォーラムを活動拠点とするヤマト運輸バスケ

ットボールチームと当クラブが連携し、周辺の中学校

運動部活動等にアスリートを派遣する活動も展開。 

企業が地域貢献活動の一環として整備した地域住民向けの体育館を総合型クラブが管理

運営 

 

 民間施設の活用（企業の地域貢献事業との連携） 
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ＮＰＯ法人地域総合スポーツ倶楽部ピボットフット（東京都大田区） 

ＮＰＯ法人おにスポ（北海道登別市） 

民間施設の活用 

企業が地域貢献活動の一環として整備した地域住民向けの体育館の管理運営を総合型クラブが担っている事例 

 ヤマト運輸株式会社が、大規模な総合物流ターミナル（羽田クロノゲート）を建設する際に、地域貢献活動の一環として、

地域住民が利用できるアリーナやトレーニングエリア等を備えた体育館（ヤマトフォーラム）を整備。 

ヤマトフォーラムの外観 アリーナで実施されている地域住民向けのスポーツプログラム 

 当クラブが、ヤマトフォーラムの管理運営業務を受託して、住民の体育館利用に関する業務を担うとともに、バスケットボ

ールやダンスなどの地域住民向けのスポーツプログラムを提供。 

 ヤマトフォーラムを活動拠点とするヤマト運輸バスケットボールチームと当クラブが連携し、周辺の中学校運動部活動等

にアスリートを派遣する活動も展開。 

市内中心部にあるショッピングセンター内にクラブハウスを整備し、活動拠点として
活用している事例 

 ＮＰＯ法人おにスポ（北海道登別市）が、市内中心部にあるシ

ョッピングセンター（登別中央ショッピングセンター アーニス）

のテナントスペースを当クラブが賃借し、クラブスタッフや会員

が協力して自ら内装工事等を行い、多目的スタジオやサロン

スペース等を備えたクラブハウスを整備。 
ショッピングセンターの中に設けられた
クラブハウス 

 多くの地域住民が利用するショッピングセンター内にクラブハ

ウスを持つことにより、クラブの知名度を向上させるとともに、

活動の自由度を広げて新たなスポーツプログラムを開発する

ことなどによって、賃借料の財源を確保。 

多目的スタジオで開催されている
キッズコーディネーション教室 

総合型クラブが市内中心部にあるショッピングセンター内にクラブハウスを整備し、活

動拠点として活用 

 

 民間施設の活用（ショッピングセンターの活用） 
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 ４．持続可能な総合型クラブの推進に向けた 

       取組の指針と評価指標（平成26年度～） 

２０ 



２．指針の到達に向けた七つの「評価指標」 １．持続可能な推進に向けた取組の「指針」 

○総合型クラブの指針 
 総合型クラブが継続的・安定的に活動するために必要な要
因・条件を明示し、今後の指針として取りまとめた。 

 総合型クラブが安定的に持続可能な活動を行うに当たって
は、円滑に機能する「組織体制」により獲得した「各種資源」を
効率的に活用し、最大限の「成果」を創出することが不可欠で
ある。 

○行政支援の指針 
 総合型クラブが安定的に持続可能な活動を行うに当たっては、総合型クラブの

取組だけでは解決できない事項がある。 
 行政が取り組むべき事項について、市区町村及び都道府県の二つの観点で整
理した。 

総合型クラブの設立効果 

スポーツ環境の 
充実・活性化 

個人にとっての 
効果・影響 

社会にとっての 
効果・影響 

○スポーツを行う機会の提供 
○スポーツ施設の有効活用 
○スポーツ文化の醸成 
○他のスポーツ団体との連携・協働 
○ジュニア世代の競技力向上 

○スポーツ実施率の向上  ○地域交流の促進 
○健康づくり  ○生きがいづくり・居場所づくり 

○ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）の醸成 
○教育的効果  ○経済的効果  ○行政機能の補完 

今後の課題 

資源の獲得 

組織体制の 
整備 

多様な事業の 
実施 

○活動基盤の整備 
 （人的・物的・財務的資源の確保） 
○連携体制の確立（ネットワーク資源の確保） 

○理念の共有        ○会員の自発的参画 
○計画的な運営・活動  ○地域住民との関係 

○多世代化・多志向化 
○スポーツ活動のみならず、文化種目を包含した 
  活動 

背景・目的 
 総合型クラブ育成が開始されて約20年が経過した。現在、全国で活動している総合型クラブは3,500を超える。総合型クラブは、地域住民が主体的に参画し、自発的な活動を行う特徴を有し
ており、地域コミュニティの核となることが期待されている。しかしながら、いまだ組織体制や財務基盤のぜい弱な総合型クラブが多いなど諸課題がある。 
 総合型クラブを取り巻く現状をみると、今後、総合型クラブは、「質的な充実」も重視するとともに、持続可能な「社会的な仕組み」として定着させる取組が必要である。 
 本事業は、各種調査を実施し、総合型クラブが継続的・安定的に活動するために必要な要因・条件を明示し、今後の「指針」を取りまとめ、現状を把握し、改善するための点検・評価に用いる「評
価指標」を作成した。 

○総合型クラブの評価指標 
 定期的な自己点検・評価により、適切な現状把握を行うとともに、次へのス
テップに向けた取組の道筋となる指標を設定。 

基盤段階 発展段階 充実段階 持続可能段階 

○活動基盤の整備 
○連携体制の確立 

○理念の共有 
○自発的(ﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ)組織特性 
○日常生活圏 

○事業の多様性 
○クラブライフの定着 

諸資源の獲得 組織体制の整備 成果の創出 

○行政支援の評価指標 
 行政が総合型クラブの存在意義・役割に対する認識を高め、支援の内容や
範囲を一層拡充した理想的な取組を推進するため、「指針」で示した「市区町
村」及び「都道府県」について、それぞれ策定。(市区町村16項目、都道府県5
項目) 

【評価の指標】 

諸資源の獲得 

組織体制の整備 成果の創出 

平成27年3月現在 ２１ 



評価指標を活用した自己点検・評価 

現状を評価指標（ＫＰＩ）と照らし合わせ、該当する
評価を下表に記載する。右図に反映する際、下
表内の「平均点」の数値を用いて作成する。 

自己点検・評価の結果について、下記のような図を用いるこ
とにより自らの長所・短所を具体的に把握し、可視化するこ
とができるとともに、指針の到達に向けた取組事項が明らか
となる。 

出典：（公財）日本体育協会「持続可能な総合型地域スポーツクラブを目指して」 

４.0 

3.5 
4.0 

3.0 

3.5 

3.0 

3.5 

3.5 

3.5 

3.5 

1.5 
2.5 

2.0 
2.0 

3.0 

1.0 

2.0 

2.0 

2.0 

4.0 

2.0 

3.0 

2.5 

4.0 

3.5 

4.0 
3.0 

3.5 

3.0 

4.0 

3.5 

3.5 

2.5 

3.0 

２２ 



（４）総合型地域スポーツクラブ 

総合型クラブの自己財源率・法人格等 総合型地域スポーツクラブの自己財源率、指定管理等 

 話合いや点検・評価の結果を踏まえて改善策を次年度の計画に反映させているクラブ

は約38％。 

クラブの現状把握・改善のための取組状況 

（スポーツ庁「平成27年度総合型地域スポーツクラブ活動状況調査」速報値） 

72.2% 

42.4% 

37.9% 

6.6% 

14.8% 

3.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運営委員会で話し合う機会を設けている 

クラブマネジャーや事務局員などで話し合う機会を設けている 

話合いや点検・評価の結果を踏まえて改善策を次年度の計画に反映させている 

評価指標・チェックリストを活用して自己点検・評価を行っている 

特に行っていない 

その他 

クラブの現状把握・改善のための取組（複数回答） 

評価指標・チェックリストを活用して自己点検・評価を
行っている 

話合いや点検・評価の結果を踏まえて改善策を次年度の
計画に反映させている 

運営委員会で話し合う機会を設けている 

クラブマネジャーや事務局員などで話し合う機会を設け
ている 

特に行っていない 

その他 

N=2,662クラブ 
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○総合型地域スポーツクラブのうち、自己財源率が50％以下のクラブの割合は48.9％である。 

○また、法人格を有するクラブの割合は18.3％、地方公共団体から指定管理者として指定されたクラ 

   ブの割合は4.6％である。 

（４）総合型地域スポーツクラブ 

総合型クラブの自己財源率・法人格等 総合型地域スポーツクラブの自己財源率、指定管理等 

自己財源率が50%を超えているクラブの割合 

 点検・評価、改善策の反映を実施しているクラブ：63.2% 

 点検・評価、改善策の反映を実施していないクラブ：52.4% 

点検・評価、改善策の反映とクラブの自己財源率 

（スポーツ庁「平成27年度総合型地域スポーツクラブ活動状況調査」速報値） 

自己財源率： 

63.2% 
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 ５．地域スポーツとトップスポーツの好循環推進 

       プロジェクト（平成23年度～平成27年度） 
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地域スポーツとトップスポーツの好循環推進
プロジェクト 

学校 

（運動部活動） 
総合型クラブ 

小学校 

（体育） 

  

○ 小学校体育活動 
   コーディネーター 
  としてアスリート 

              スタッフを派遣       
 

体育の授業等の支援 

  

○ 地域のジュニア 
   アスリート等を支援 
 

地域課題解決の取組 

① 学校、地域連携 
② 健康増進 
③ 体力向上 
④ 子育て支援 など 
 

連
絡
・
調
整 

企画・立案 

○ 拠点クラブにおいてトップアスリートを活用し、地域のジュニアアスリート等を指導するとともに、 

 学校に 「小学校体育活動コーディネーター」を派遣することなどを通じて、地域スポーツとトップ 

 スポーツの好循環を実現 

トップアスリートによる支援 

好循環の実現 

スポーツ 

少年団 

連
絡
・
調
整 
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項目 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

予算額（千円） 570,993 581,598 588,866 256,462 91,700 

事業実施クラブ数 ※ 50 46 61 31 22 

内訳 

好循環推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施 

  ①ﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄによる巡回指導 
  ➁地域課題解決 
  ③小学校体育活動支援 

拠点クラブ 30 33 50 24 17 

その他のクラブ 
（ﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄ巡回指導なし） 

20 13 11 0 0 

「拠点ｸﾗﾌﾞ」を核としたｴﾘｱﾈｯﾄﾜ
ｰｸ構築に関する実践研究 

拠点クラブ - - - 7 5 

地域スポーツとトップスポーツの好循環の実現に向けて、平成23年度から 

平成27年度まで38都道府県の78クラブで本プロジェクトを実施。 

◆ 年度別予算額と実施クラブ数 

※ 各年度の事業実施クラブ数であり、複数年度実施しているクラブがあるため、合計数の78クラブとは一致しない。 

地域スポーツとトップスポーツの好循環推進プロジェクト実施状況 
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拠点クラブから、オリンピックや国際競技大会、国民体育大会などに出場経験のあるトップアスリー

トを周辺の総合型クラブやスポーツ少年団、学校運動部活動等に、例えば、月に1回、週に1回な

ど定期的に派遣し、地域のジュニアアスリート等を指導 

 トップアスリートによる巡回指導 

ミニハードルを使用して指導を行っている青戸慎司

さん（ソウル、バルセロナオリンピック陸上代表） 

（NPO法人朝日丘スポーツクラブ、愛知県豊田市） 

元Ｊリーガーが地域のジュニアアスリートを指

導している様子（NPO法人幕別札内スポーツク

ラブ、北海道幕別町） 
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拠点クラブが、実業団チームと連携・協働して、学校運動部活動での指導に取り組んでいる事例 

 NPO法人隼人錦江スポーツクラブ（鹿児島県

霧島市）が、霧島市を活動拠点としているソニ

ーセミコンダクタ女子ハンドボールチーム（日

本ハンドボールリーグ）と連携し、中学校や高

校の運動部活動での指導を実施。 

 

 各中学校や高等学校への巡回指導だけではなく、

効率的な指導を行うため複数校による合同練習会

を開催。合同練習会は、ソニーセミコンダクタ株

式会社の協力を得て、企業の体育館を活用して実

施。 

 

 

取組事例：トップアスリートによる巡回指導① 

 実業団チームと連携・協働した学校運動部活動への巡回指導 
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拠点クラブが、実業団チームの休部によりクラブチームとして再出発した女子ソフトボールチー

ムと連携・協働して取り組んでいる事例 

 NPO法人Yu-Gaku加茂スポーツクラブ（島根県雲

南市）が、実業団チームの休部により地域のクラブ

チームとして再出発した女子ソフトボールチーム「

TEAM DAN-DAN」（平成２５年全日本クラブ女子

ソフトボール選手権大会準優勝）と連携・協働して

、スポーツ少年団や学校運動部活動に対する定期的

な巡回指導を実施。 

取組事例：トップアスリートによる巡回指導② 

クラブチームと連携・協働したスポーツ少年団・学校運動部活動への巡回指導 

 巡回指導をきっかけとして、地域住民がクラブチー

ムを応援する機運が高まり、クラブチームの練習場

所として中学校のグラウンドが活用できるようにな

るなど、地域スポーツとトップスポーツの好循環が

生まれている。 

スポーツ 
少年団 

中学校 
部活動 

好循環の実現 

TEAM DAN-DAN 

T o p  S p o r t  

拠点クラブ 
スポーツ 
少年団 

中学校 
部活動 

Community Sport 
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拠点クラブが、大学に所属するトップアスリートの協力を得て、トップアスリートによる巡回指導を

行っている事例 

 NPO法人朝日丘スポーツクラブ（愛知県豊

田市）が、豊田市にキャンパスがある中京

大学と連携・協働し、大学に所属するトッ

プアスリート（コーチ、学生）の協力を得

て、総合型クラブと中学校運動部活動を対

象とした巡回指導を実施。 

取組事例：トップアスリートによる巡回指導③ 

 大学と連携・協働した学校運動部活動・総合型クラブへの巡回指導 

 巡回指導を行っている中学校運動部

活動の顧問を対象として、トップア

スリートが講師を務める指導者研修

会も実施。 

スポーツ 
少年団 

中学校 
部活動 

連携・協働 

中京大学 

運動部活動や総合型クラブにおける
トップアスリートによる指導 
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76.3% 

58.6% 

74.7% 

23.1% 

32.3% 

23.1% 

36.6% 

23.1% 

29.6% 

40.3% 

0.5% 

4.3% 

1.6% 

26.3% 

15.6% 

19.9% 

10.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

指導を受けた子供・生徒のスポーツ・ 

部活動に取り組む意欲が高まった 

指導を受けた子供・生徒 

の競技力が向上した 

巡回指導を受けている団体の指導者・部活動の顧問に 

とって新たな指導法の習得や指導意欲向上の機会となった 

スポーツ・部活動等に参加する子供・生徒が増えた 

スポーツ活動・部活動に対する 

保護者の関心が高まった 

トップアスリートによる指導の効果 

あてはまる 

ややあてはまる 

あまりあてはまらない 

あてはまらない 

無回答 

95.2% 
  

97.8% 
  

 トップアスリートによる指導の効果（巡回指導先団体・学校への調査） 

  ・ 指導を受けた子供・生徒のスポーツに取り組む意欲が高まった：99.4% 

  ・ 指導を受けた子供・生徒の競技力が向上した：95.2% 

  ・ スポーツ・部活動等に参加する子供が増えた：52.7% 等 

 ※割合は、「あてはまる」と「ややあてまはる」の合計 

 トップアスリートによる指導の効果 

（出典）文部科学省 平成２６年度「地域スポーツとトップスポーツの好循環推進プロジェクト」に関する調査結果 

99.4% 
  

52.7% 
  

72.6% 
  

N:186 
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行政に依存するのではなく、地域住民が主体的に学校の体育活動も含めた地域のスポーツ環

境の形成を図り、スポーツを通じた地域課題（健康増進や体力向上、子育て支援等）の解決に向

けた取組を企画・実践。 

 地域の課題解決に向けた取組の実施 

高齢者の健康増進と地域社会の絆づくりの

ために送迎付き健康教室を開催 

（NPO法人七瀬の里Nクラブ、大分県大分市） 

町の保健福祉課と連携して、食育や生活リズムのプロ

グラムを取り入れ、幼児期からの運動習慣定着と体力

向上を図るキンダ―スポーツ教室を開催 

（NPO法人枝幸三笠山スポーツクラブ、北海道枝幸町） 
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地域の課題解決に向けた取組の効果は、 

  ・ 総合型クラブが地域コミュニティの核として新たな役割を果たすことができた：95.8% 

  ・ スポーツを通じた新たな地域課題の解決方策が見いだされた：91.7% 等 

   ※割合は、「あてはまる」と「ややあてまはる」の合計 

（出典）文部科学省 平成２６年度「地域スポーツとトップスポーツの好循環推進プロジェクト」に関する調査結果 

33.3% 

41.7% 

25.0% 

58.3% 

33.3% 

29.2% 

50.0% 

50.0% 

37.5% 

45.8% 

29.2% 

4.2% 

25.0% 

4.2% 

16.7% 

4.2% 

4.2% 

4.2% 

4.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民が主体となって地域の課題解 

決に取り組む機運が醸成された 

スポーツを通じた新たな地域課 

題の解決方策が見いだされた 

地域の多様な主体が連携・協働して課 

題解決に取り組む体制が構築された 

総合型クラブが地域コミュニティの核とし 

て新たな役割を果たすことができた 

地域のスポーツ活動へ 

の参加者が増加した 

あてはまる 

ややあてはまる 

あまりあてはまらない 

あてはまらない 

無回答 

91.7% 
  

95.8% 
  

 地域の課題解決に向けた取組の効果 
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小学校の体育授業の計画を補助したり、担任とティームティーチングで体育の授業に取り組む人

材を「小学校体育活動コーディネーター」として派遣し、小学校の体育活動を支援 

 小学校体育活動支援 

ティームティーチングで跳び箱の指導を行う体育

活動コーディネーター 

（NPO法人さばえスポーツクラブ） 

鉄棒の手本を見せる体育活動コーディネーター 

（NPO法人ゆうゆうスポーツクラブ海南） 

３５ 



小学校体育活動支援による指導の効果は、 

  ・ 専門的な指導や示範をみせることなどにより児童の体育の授業に取り組む意欲が高まった：96.7% 

  ・ 安全性の向上や事故防止に一層配慮した授業を実施できるようになった：96.2% 

  ・ 個に応じたきめ細かい指導ができるようになった：95.5% 等 

   ※割合は、「あてはまる」と「ややあてまはる」の合計 

（出典）文部科学省 平成２６年度「地域スポーツとトップスポーツの好循環推進プロジェクト」に関する調査結果 

59.4% 

71.7% 

60.6% 

57.8% 

55.6% 

36.1% 

25.0% 

35.6% 

32.8% 

35.0% 

3.9% 

2.8% 

3.3% 

8.3% 

8.9% 

0.6% 

0.6% 

0.6% 

0.6% 

0.6% 

0.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個に応じたきめ細かい指導ができるようになった 

 

専門的な指導や示範を見せることなどにより児童 

の体育の授業に取り組む意欲が高まった 

安全性の向上や事故防止に一層配慮した授業を 

実施できるようになった 

用具の準備や児童への説明などを役割分担する 

ことで効率よく授業を進められるようになった 

教員にとって新たな指導法の習得や指導意欲向 

上の機会になった 

あてはまる 

ややあてはまる 

あまりあてはまらない 

あてはまらない 

無回答 

95.5% 
  

96.7% 
  

96.2% 
  

 小学校体育活動支援の効果 
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６．「拠点クラブ」を核としたエリアネットワーク 

    構築に関する実践研究（平成26年度～平成27年度） 

３７ 



小学校体育活動コーディネーター 
 

（２，３５０円／時間） 
 
 

アスリートスタッフ 

拠点クラブを核とした地域スポーツクラブのエリアネットワーク構築の実践を通じて、地域スポーツ

とトップスポーツの好循環の推進に自立・継続して取り組む体制を整備 

「拠点クラブ」を核としたエリアネットワーク構築に関する実践研究 

①地域スポーツ活動の自立・継続 

 に向けた課題の把握・共有化 

・アンケート調査やヒアリング調査等の実施 

・シンポジウムの開催 

・プロジェクト会議の設置 

②スポーツ指導者（トップアスリート等） 

 の共有化 

・スポーツ指導者（トップアスリート等） 

 に関する情報共有 

・エリアネットワーク構成クラブへのトップアスリート 
 を活用したスポーツ教室等の企画・立案 

  プロジェクトコーディネーターの設置 

企画・立案 

連絡・調整 

 ③エリアネットワークを活用した 

  共同事業化へ向けた実践 

・エリアネットワークを活用した共同事業を実践 

・共同事業化に向けた取組内容、スポーツ種目、 

 対象者、実施頻度等を検証 

拠点 
クラブ 

エリアネットワークの構築 
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● 総合型クラブ同士のパートナーシップの構築 

 情報交換・共有、運営ノウハウ・ 

スポーツプログラムの共有 

 人材（指導者・運営スタッフ等）や

活動場所・スポーツ用具の共有・ 

相互補完 等 

クラブの資源の共有・相互補完による 
自立的・継続的な実施 

情報 

人材 

共有 共有 

共有 

相互補完 
相互補完 

etc. 

総合型クラブ 
総合型クラブ 

総合型クラブ 
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指導者不足の解決等を目指して、インターネット上でスポーツ指導者の情報共有

や、スポーツ指導者と地域スポーツクラブとのマッチングを図るサイトを構築 

 NPO法人SCC（鹿児島県鹿児島市）は、地域スポーツ

クラブでの指導者不足の解決やトップアスリートによ

る地域スポーツクラブでの指導機会の創出を目指して

、インターネット上でトップアスリート等のスポーツ

指導者の情報共有や、スポーツ指導者と地域スポーツ

クラブとのマッチングを図ることのできるソーシャル

・ネットワーキング・システム（ＳＮＳ）を構築。 

スポーツ指導者の共有化 

SPORINGのトップページ SPORINGの各機能の関係イメージ 

総合型クラブ同士のパートナーシップの構築事例 

スポーツ指導者 

情報共有 情報共有 

相互補完 
相互補完 

情報共有 

４０ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 



複数の総合型クラブが連携・協働して、単独のクラブでは実施することが困難なトップア

スリートによるスポーツ教室を共同開催 

 NPO法人幕別札内スポーツクラブ（北海道幕別町）が中心

となり、近隣の総合型クラブと連携・協働し、単独のクラ

ブでは実施することが困難なトップアスリートによるスポ

ーツ教室を共同開催。 

 複数のクラブが連携・協働することにより、各クラブの得

意分野や種目を活かしたプログラムを企画するとともに、

参加者数、実施場所、運営スタッフ等を確保し、各クラブ

の負担を軽減しながら継続して実施。 

総合型クラブが連携・協働したトップアスリートによるスポーツ教室の開催 

オリンピアンによるカーリング教室 トップアスリートによるトランポリン教室 

トップアスリートによる 

スポーツ教室 

共同開催 共同開催 

相互補完 
相互補完 

共同開催 

総合型クラブ同士のパートナーシップの構築事例 

４１ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 
総合型クラブ 



● 総合型クラブ以外の主体とのパートナーシップの構築 

 公共性とスケールメリットをいかした行政や企業など多様な主体

との連携・協働関係の構築 

連携・協働 
 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

地域における多様な主体との連携・協働による自立
的・継続的な実施 

etc. 

行 政 

企 業 

スポーツ 
以外の団体 
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プロスポーツチームによるスポーツ教室 

複数の総合型クラブが連携・協働して、地元に活動拠点を置くプロスポーツチームによる

スポーツ教室を共同開催 

 NPO法人七瀬の里Nクラブ（大分県大分市）
が中心となり、隣接する大分県大分市、竹田
市、由布市にある１７の総合型クラブ等が連
携・協働して取り組むことにより、各クラブ
の負担を減らしながら、大分県内に活動拠点
を置くプロスポーツチームの選手やコーチに
よるスポーツ教室を共同開催。 

 大分トリニータ（Jリーグ）、大分三好ヴ
ァイセアドラー（Ｖリーグ）、大分ヒート
デビルズ（ｂｊリーグ）の協力を得て、総
合型クラブの子供たちを対象としたサッカ
ー、バレーボール、バスケットボールの教
室を開催。 

 

 

プロスポーツチームと総合型クラブとの連携・協働によるスポーツ教室の開催 

プロチーム 
（サッカー） 

プロチーム 
（バレーボール） 

プロチーム 
（バスケットボール） 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 

総合型クラブ 連携 
協働 

総合型クラブ以外とのパートナーシップの構築事例 
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20.5% 
24.4% 

27.7% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

H25 H26 H27

    近隣のエリアにおいて、総合型クラブとネットワークを構築し、連携・協働した事業

を実施している総合型クラブ： 

      平成25年度：20.5% → 平成27年度：27.7% 

（文部科学省・スポーツ庁「総合型地域スポーツクラブ活動状況調査」結果に基づき集計） ４４ 

総合型クラブによるクラブ間ネットワークの構築、連携・協働状況 

(N:2,880） 

ネットワークを構築し、連携・協働した事業を実施しているクラブ数の推移     

(N:2,773） (N:2,723） 
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 ７．総合型クラブに対する地方公共団体の支援等 

   （平成26年度調査結果） 

４５ 



都道府県 

17.0% 

2.1% 

2.1% 

4.3% 

66.0% 

53.2% 

80.9% 

21.3% 

42.6% 

0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

財政支援 

学校体育施設開放等にかかる管理委託 

活動場所に対する優先予約受付 

活動場所に対する使用料金の減額や免除 

広報活動（行政広報誌への掲載や広報物の作成等） 

連携した事業の実施 

総合型クラブ連絡協議会等の開催 

連絡協議会への財政支援 

その他 

特に支援していない 

市町村 

（全都道府県に占める割合） 

「その他」の内容（記述） 
各種研修（7県）／アシスタントマネージャー養成講習会（6県）／クラブアドバイザー等によるクラブ訪問（5県）／講習会（3県）／情報発信・広報等（3県） 
／連絡協議会の設立・事務局担当・人件費支援（3県）／指導者派遣（2県）／創設・育成支援（2県） 
／専任指導員の配置（1県）／設立に係る有識者の派遣（1県）／スポレク交流大会の委託（1県） 

34.5% 

5.8% 

27.2% 

42.5% 

36.5% 

14.2% 

11.6% 

2.2% 

9.3% 

32.1% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

財政支援 

学校体育施設開放等にかかる管理委託 

活動場所に対する優先予約受付 

活動場所に対する使用料金の減額や免除 

広報活動（行政広報誌への掲載や広報物の作成等） 

連携した事業の実施 

総合型クラブ連絡協議会等の開催 

連絡協議会への財政支援 

その他 

特に支援していない 

（回答市町村に占める割合） 

（出典）文部科学省「スポーツ振興に係る取組に関する調査」（平成26年度） 

総合型地域スポーツクラブに対する地方公共団体の支援 
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都道府県 市町村 

100% 

0% 0% 

地方スポーツ推進計画等を策定しており、 総合型クラブの記載がある 

地方スポーツ推進計画等を策定しているが、総合型クラブの記載はない 

地方スポーツ推進計画等を策定していない 

（回答市町村に占める割合） （全都道府県に占める割合） 

30.6% 

3.0% 

66.0% 

（出典）文部科学省「スポーツ振興に係る取組に関する調査」（平成26年度） 

地方スポーツ推進計画等における総合型地域スポーツクラブに関する記載 
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